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㉓　犯罪被害者等に対する医療機関の医療機能に関する情報の提供　	  34
㉔　犯罪被害者等の受診情報等の適正な取扱い　	  34

2 安全の確保（基本法第15条関係）　	  35
⑴	　判決確定、保護処分決定後の加害者に関する情報の犯罪被害者等への提供の適正な運用及び拡充	

の検討　	  35
⑵　医療観察制度における加害者の処遇段階等に関する情報提供の適正な運用　	  36
⑶　更生保護における犯罪被害者等施策の周知　	  36
⑷　被害者等通知制度の周知　	  36
⑸　加害者に関する情報提供の適正な運用　	  36
⑹　警察における再被害防止措置の推進　	  37
⑺　警察における保護対策の推進　	  37
⑻　保釈に関する犯罪被害者等に対する安全への配慮の充実　	  37
⑼　再被害の防止に向けた関係機関の連携の強化　	  37
⑽　犯罪被害者等に関する情報の保護　	  39
⑾　一時保護場所の環境改善等　	  41
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⑵　女性警察官の配置等　	  48
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⑶　医療機関等における性犯罪被害者からの証拠資料の採取等の促進　	  54
⑷　冒頭陳述等の内容を記載した書面交付の周知徹底及び適正な運用　	  54
⑸　公判記録の閲覧・謄写制度の周知及び閲覧請求への適切な対応　	  54
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⑺　国民に分かりやすい訴訟活動　	  55
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⑼　上訴に関する犯罪被害者等からの意見聴取等　	  55
⑽　少年保護事件に関する意見聴取等に関する各種制度の周知　	  55
 講演録 　犯罪被害者が前に進むために
　　　　		～突然の犯罪被害、衝撃と絶望の中で様々な対応に追われた日々を振り返って～　	  56
⑾　少年審判の傍聴制度の周知　	  59
⑿　法テラスにおける支援に関する情報提供の充実　	  59
⒀　刑事に関する手続等に関する情報提供の充実　	  60
⒁　刑事に関する手続等に関する情報提供の充実及び司法解剖に関する遺族への適切な説明等　	  61
⒂　犯罪被害者等の意向を踏まえた証拠物件の適正な返却又は処分の推進　	  61
⒃　証拠品の適正な処分等　	  61
⒄　捜査に関する適切な情報提供等　	  62
⒅　適正かつ緻密な交通事故事件捜査の一層の推進等　	  62
⒆　交通事件に関する講義の充実　	  62
⒇　検察官に対する児童及び女性の犯罪被害者等への配慮に関する研修の充実　	  63
㉑　不起訴事案等に関する適切な情報提供　	  63
㉒　検察審査会の起訴議決に拘束力を認める制度の運用への協力　	  63
㉓　受刑者と犯罪被害者等との面会・信書の発受の適切な運用　	  63
㉔　加害者処遇における犯罪被害者等への配慮の充実　	  63
㉕　犯罪被害者等の視点に立った保護観察処遇の充実　	  65
㉖　犯罪被害者等の意見を踏まえた仮釈放等審理の実施　	  65
㉗　更生保護官署職員に対する研修等の充実　	  65
㉘　矯正施設職員に対する研修等の充実　	  66

第４章　支援等のための体制整備への取組　

1 相談及び情報の提供等（基本法第11条関係）　	  68
⑴　地方公共団体における総合的かつ計画的な犯罪被害者等支援の促進　	  68
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⑵　地方公共団体における総合的対応窓口等の周知の促進　	  68
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トピックス 　犯罪被害者等施策の総合的推進に関する事業　	  76
⑻　性犯罪被害者等に対する緊急避妊に関する情報提供　	  77
⑼　性犯罪被害者への対応における看護師等の活用　	  77
⑽　性犯罪の被害に遭った児童生徒への対応の充実　	  77
⑾　地方公共団体における配偶者等からの暴力事案の被害者の支援に係る取組の充実　	  77
⑿　コーディネーターとしての役割を果たせる民間支援員の養成への支援等　	  78
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⒂　警察における相談体制の充実等　	  79
⒃　警察における被害少年等が相談しやすい環境の整備　	  80
⒄　指定被害者支援要員制度の活用　	  80
⒅　交通事故相談活動の推進　	  81
⒆　公共交通事故の被害者等への支援　	  81
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㉑　ストーカー事案への対策の推進　	  82
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トピックス 　ストーカー規制法の改正　	  83
㉓　人身取引被害者の保護の推進　	  84
㉔	　ＳＮＳを含むインターネット上の誹謗中傷等に関する相談体制の充実及び誹謗中傷等を行わない	

ための広報啓発活動の強化　	  85
㉕　検察庁の犯罪被害者等支援活動における福祉・心理関係の専門機関等との連携強化　	  85
㉖	　検察庁における被害者支援員と関係機関・団体等との連携・協力の充実・強化及び情報提供の充	

実　	  85
㉗	　更生保護官署における被害者担当保護司との協働及び関係機関・団体等との連携・協力による支	

援の充実　	  85
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㉘　被害者担当の保護観察官及び被害者担当保護司に対する研修等の充実　	  87
㉙　犯罪被害者等の意見を踏まえた運用改善や制度改正についての検討　	  88
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㉝　法テラスによる支援　	  89
㉞　弁護士による犯罪被害者支援に対する経済的援助に関する検討　	  90
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02_CW6_A5285B001.indd   6 2022/11/07   16:24:43



㊲	　教育委員会と関係機関・団体等との連携・協力の充実・強化及び学校における相談窓口機能の充	
実　	  91

㊳　犯罪被害に遭った児童生徒等が不登校となった場合における継続的支援の促進　	  91
㊴	　医療機関等と関係機関・団体等との連携・協力の充実・強化及び医療機関等における情報提供等	

の充実　	  91
㊵　都道府県警察に対する犯罪被害者等への情報提供等の支援に関する指導及び好事例の勧奨　	  91
 手記 　警察職員による被害者支援手記　	  92
㊶　「被害者の手引」の内容の充実等　	  94
㊷　犯罪被害者等の保護・支援のための制度の周知　	  94
㊸　刑事に関する手続等に関する情報提供の充実　	  94
㊹　性犯罪被害者による情報入手の利便性の向上　	  95
㊺　自助グループの紹介等　	  95
㊻　犯罪被害者等施策に関するウェブサイトの充実　	  95
㊼　海外における邦人の犯罪被害者等に対する情報提供等　	  95
㊽　被害が潜在化しやすい犯罪被害者等に対する相談体制の充実及び理解の促進　	  96

2 調査研究の推進等（基本法第21条関係）　	  97
⑴　犯罪被害者等の状況把握等のための調査の実施　	  97
⑵　配偶者等からの暴力等の被害者への支援実態等の調査の実施　	  97
⑶　法務省における犯罪被害の動向・犯罪被害者等施策に関する調査の実施　	  97
⑷　犯罪被害者等のメンタルヘルスに関する調査研究の実施　	  98
⑸　児童虐待防止対策に関する調査研究の実施　	  98
⑹　警察における犯罪被害者等支援に携わる職員等への研修の充実　	  98
⑺　被害少年の継続的な支援を行う警察職員の技能修得　	  98
⑻　法務省における犯罪被害者等支援に関する研修の充実等　	  98
⑼　学校における相談対応能力の向上等　	  98
⑽　虐待を受けた子供の保護等に携わる者の研修の充実　	  98
⑾　コーディネーターとしての役割を果たせる民間支援員の養成への支援等　	  99
⑿　民間の団体の研修に対する支援　	  99
⒀　法テラスが蓄積した情報やノウハウの提供　	  99

3 民間の団体に対する援助（基本法第22条関係）　	  100
⑴　民間の団体に対する支援の充実　	  100
⑵　預保納付金の活用　	  101
⑶　犯罪被害者等の援助を行う民間の団体の活動への支援等　	  101
⑷　犯罪被害者等の援助を行う民間の団体に関する広報等　	  101
⑸　寄附税制の活用促進と特定非営利活動促進法の円滑な施行　	  101
⑹　警察における民間の団体との連携・協力の強化　	  101
⑺　犯罪被害者等早期援助団体に対する指導　	  102
トピックス 　民間被害者支援団体における犯罪被害者等支援　	  103

第５章　国民の理解の増進と配慮・協力の確保への取組　

1 国民の理解の増進（基本法第20条関係）　	  108
⑴　学校における生命のかけがえのなさ等に関する教育の推進　	  108
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⑵　学校における犯罪被害者等の人権問題を含めた人権教育の推進　	  108
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トピックス 　	子供を性犯罪・性暴力の加害者・被害者・傍観者にさせないための「生命（いのち）の	

安全教育」について　	  109
⑹　家庭における生命の教育への支援の推進　	  110
⑺　犯罪被害者等による講演会の実施　	  110
⑻　生命・身体・自由等の尊重を自覚させる法教育の普及・啓発　	  110
⑼　犯罪被害者週間に合わせた集中的な広報啓発活動の実施　	  111
⑽　犯罪被害者等支援に関わりの深い者に対する積極的な広報啓発活動の実施　	  111
⑾　国民に対する効果的な広報啓発活動の実施　	  111
⑿　被害が潜在化しやすい犯罪被害者等に対する相談体制の充実及び理解の促進　	  111
⒀　犯罪被害者等支援のための情報提供　	  111
⒁　若年層に対する広報啓発活動　	  111
⒂	　ＳＮＳを含むインターネット上の誹謗中傷等に関する相談体制の充実及び誹謗中傷等を行わない	

ための広報啓発活動の強化　	  111
トピックス 　犯罪被害者週間　	  112
⒃　犯罪被害者等施策の関係する特定の期間における広報啓発活動の実施　	  113
⒄　様々な広報媒体を通じた犯罪被害者等施策に関する広報の実施　	  115
⒅　調査研究結果の公表等を通じた犯罪被害者等が置かれた状況についての国民の理解の増進　	  116
⒆　犯罪被害者等に関する情報の保護　	  116
⒇　犯罪被害者等の個人情報の保護に配慮した地域における犯罪発生状況等の情報提供の実施　	  116
㉑　交通事故被害者等の声を反映した国民の理解の増進　	  116
㉒　交通事故の実態及びその悲惨さについての理解の増進に資するデータの公表　	  117
㉓　交通事故統計データの充実　	  117
トピックス 　全国犯罪被害者支援フォーラム2021　	  118
トピックス 　	犯罪被害者支援広報マンガ
　　　　　　	「こんなとき、どうする？　知って、考える『犯罪被害者支援』」について　	  119
 手記 　さくらの会と支援センター　	  121

犯罪被害者等施策に関する基礎資料
１．犯罪被害者等基本法（平成16年法律第161号）　	  124
２．犯罪被害者等施策推進会議令（平成17年政令第68号）　	  127
３．第４次犯罪被害者等基本計画（令和３年３月30日閣議決定）　	  127
４．令和４年度犯罪被害者等施策関係予算額等調　	  166
５．政府・地方公共団体の犯罪被害者等施策担当窓口及び地方公共団体の取組状況
５－１．政府の主たる犯罪被害者等施策担当窓口　	  174
５－２． 都道府県・政令指定都市犯罪被害者等施策担当窓口部局等並びに条例・計画等の制定・策定及び

見舞金・貸付金制度導入の状況　   174
　　　  都道府県・政令指定都市における条例・計画等の制定・策定及び見舞金・貸付金制度導入の実施

数　   176
５－３． 条例・計画等の制定・策定の状況及び見舞金・貸付金制度の導入状況（市区町村）　   177
５－４．地方公共団体における犯罪被害者等を対象とした見舞金・貸付金の制度　	  180
６．公益社団法人全国被害者支援ネットワーク加盟団体一覧　	  220

02_CW6_A5285B001.indd   8 2022/11/07   16:24:43



７．行政が関与する性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センター一覧（提供：内閣府）　
　　	  223
８．政府・地方公共団体が関与する犯罪被害者等に関する相談先一覧　	  226
９．刑法犯　罪種別　認知件数の推移（平成29～令和３年）　	  229
10．特定罪種別　死傷別　被害者数（令和３年）　	  230
11．交通事故発生状況の推移（平成29～令和３年）　	  231
12．交通事故死者数の月別推移（平成29～令和３年）　	  231

02_CW6_A5285B001.indd   9 2022/11/07   16:24:43



　平成16年12月に犯罪被害者等基本法（以下
「基本法」という。）が制定され、我が国は、
犯罪被害者等（犯罪及びこれに準ずる心身に
有害な影響を及ぼす行為により害を被った方
並びにその御家族又は御遺族をいう。以下同
じ。）の視点に立った施策を講じ、その権利
利益の保護が図られる社会の実現に向けた新
たな一歩を踏み出した。
　基本法において、政府は、犯罪被害者等の
ための施策（以下「犯罪被害者等施策」とい
う。）の総合的かつ計画的な推進を図るため、
犯罪被害者等施策に関する基本的な計画を定
めなければならないこととされている（基本
法第８条第１項）。
　これに基づき、17年12月に「犯罪被害者等
基本計画」（平成17年12月27日閣議決定。以
下「第１次基本計画」という。）が、23年３
月に「第２次犯罪被害者等基本計画」（平成
23年３月25日閣議決定）が、28年４月に「第
３次犯罪被害者等基本計画」（平成28年４月
１日閣議決定。以下「第３次基本計画」とい
う。）が、それぞれ策定された。
　第３次基本計画は、その計画期間が令和２
年度末までとされていたことから、３年３月
に、３年度から７年度までの５か年を計画期
間とする「第４次犯罪被害者等基本計画」（令
和３年３月30日閣議決定。以下「第４次基本
計画」という。）が策定された。
　第４次基本計画では、第１次基本計画から
第３次基本計画までと同様、基本法第３条の
基本理念等を踏まえた「４つの基本方針」（①
尊厳にふさわしい処遇を権利として保障する
こと、②個々の事情に応じて適切に行われる
こと、③途切れることなく行われること及び
④国民の総意を形成しながら展開されるこ
と）と大局的な課題を指摘した「５つの重点
課題」（①損害回復・経済的支援等への取組、
②精神的・身体的被害の回復・防止への取組、
③刑事手続への関与拡充への取組、④支援等
のための体制整備への取組及び⑤国民の理解
の増進と配慮・協力の確保への取組）が掲げ

られており、３年度は、第４次基本計画に基
づき、犯罪被害者等施策の推進を図った。
　以下では、関係府省庁において主に３年度
中に講じた施策について、第４次基本計画に
おける５つの重点課題に沿って記述する。
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